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議案第３２号

平成３０年度渋川市国民健康保険特別会計予算

平成３０年度渋川市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算）

第１条 事業勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ９，２８４，

１２３千円と定める。

２ 診療施設勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１４７，１２

５千円と定める。

３ 事業勘定及び診療施設勘定の歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ご

との金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債

務を負担することができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担

行為」による。

（地方債）

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方

債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表

地方債」による。

（一時借入金）

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れ

の最高額は、１００，０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項

の経費の金額を流用することができる場合は、保険給付費の各項に計上し

た予算額に過不足を生じた場合における同一款内でこれらの経費の各項の

間で流用する場合と定める。

平成３０年２月２８日提出

渋川市長 髙 木 勉











　　　　　第　２　表　　　債　務　負　担　行　為　（　事　業　勘　定　）

（単位：千円）

事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

特定健康診査実施業務委託
平成30年度
～

平成31年度
５０,９１２

若年者健康診査実施業務委託
平成30年度
～

平成31年度
２,１２１
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　　　　　第　３　表　　　地　　方　　債　（　診　療　施　設　勘　定　）

（単位：千円）

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利  率 償還の方法 

医療機械器具整備事業 2,400

証書借入又
は証券発行

年5.0％以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資金及び地
方公共団体
金融機構資
金につい
て、利率の
見直しを
行った後に
おいては、
当該見直し
後の利率）

政府資金につ
いては、その
融資条件によ
り、銀行その
他の場合には
その債権者と
協定するもの
による。ただ
し、市財政の
都合により据
置期間及び償
還期限を短縮
し、又は繰上
償還もしくは
低利に借換え
することがで
きる。

合　　　　計 2,400
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国民健康保険特別会計（事業勘定）
予算説明書

添付書類

○ 歳入歳出予算事項別明細書

１ 総 括

２ 歳 入

３ 歳 出

○ 債務負担行為で平成３１年度以降にわたるものについての平成２９年度末まで

の支出額又は支出額の見込み及び平成３０年度以降の支出予定額等に関する調書























































（平成３０年度提出分）

期 間 金 額

特定健康診査実施業務委託 ５０，９１２

若年者健康診査実施業務委
託

２，１２１

                          債務負担行為で平成３１年度以降にわたるものに

                          支出額又は支出額の見込み及び平成３０年度以降

事 項 限 度 額

平成 29 年度末までの
支 出 （ 見 込 ） 額
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期 間 金 額
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他

平成30年度
～

平成31年度
50,912 50,912

平成30年度
～

平成31年度
2,121 1,821 300 0

特 定 財 源
一般財源

ついての平成２９年度末までの

の支出予定額等に関する調書

（単位:千円）

平 成 30 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳
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（過年度議決済分）

期 間 金 額

特定健康診査実施業務委託 ５０，０４９

若年者健康推進事業 ２，１２１

事 項 限 度 額

平成 29 年度末までの
支 出 （ 見 込 ） 額
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期 間 金 額
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他

平成30年度 50,049 50,049

平成30年度 2,121 1,449 600 72

（単位:千円）

平 成 30 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源
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国民健康保険特別会計（診療施設勘定）
予算説明書

添付書類

○ 歳入歳出予算事項別明細書

１ 総 括

２ 歳 入

３ 歳 出

○ 給与費明細書

○ 地方債の平成２８年度末における現在高並びに平成２９年度末及び平成３０年

度末における現在高の見込みに関する調書































１　一般職

　　（１）　総　括 （単位：千円）

　注　　（　　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きで記載

（単位：千円）

　　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

　　（３）　給料及び職員手当の状況
　　　ア　職員一人当たりの給与

※平均給与は、扶養・住居・通勤・管理職・初任給調整・地域手当を含んだ額

平　均　年　齢 （歳） 57.5 57.5

平均給与月額 （円） 963,690 405,180

平　均　年　齢 （歳） 58.5 41.5

平成２９年
１月１日現在

平均給料月額 （円） 568,200 364,119

平均給与月額 （円） 927,936 339,194

区　　　　　　　　分 一般行政職 医師職 看護保健職 備　考

平成３０年
１月１日現在

平均給料月額 （円） 568,800 284,300

職員手当 2,195
制度改正に伴う増減分 182

勤勉手当  1.7月→1.8月
扶養手当
　配偶者　10,000円→6,500円
　子　　　　8,000円→10,000円

その他の増減分 2,013 職員の異動による　他

昇給に伴う増加分 22

その他の増減分 4,368 職員の異動による

区　　分 増減額 増減事由別内訳 説　　明 備考

給　　料 4,417

給与改定に伴う増減分 27

比　 較 56 -702

前年度 2,848 2,762

本年度 2,904 2,060

区　分 退 職 手 当
管理職員特別
勤 務 手 当

地 域 手 当
初 任 給 調 整
手 当

比　 較 758 843 1,078

前年度 2,558 5,108 4,385

本年度 3,316 5,951 5,463

区　分
休 日 勤 務
手 当

宿 日 直
手 当

管 理 職
手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当

4,800 4

比　 較 -270 312 120

時 間 外 勤 務
手 当

本年度 534 312 519 4,800 4

職員手当
内訳

区　分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手 当

前年度 804 399

1 4,417 2,195 6,612 1,404 8,016
比　 較

（     ）
4 20,622 23,668 44,290 7,223 51,513

前年度
（     ）

5 25,039 25,863 50,902 8,627 59,529

計

本年度
（     ）

給　与　費　明　細　書

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費
共済費 合　　計 備考

報　　酬 給　　料 職員手当
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　　　イ　初任給 （単位：円）

　　　ウ　級別職員数

　注　（　　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きで記載

（級別の標準的な職務内容）

区　　分 １級 ２級 ３級

医師職 医員 医長、科長補佐 科長、副所長、所長

(   )
2 100.0 2 100.0

計
(   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   )
８級

(   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   )
７級

(   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   )
６級

(   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   )
５級

(   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   )
４級

(   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   )
2 100.0 2 100.0

３級
(   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   ) (   ) (   )

(   ) (   )

平成２９年
１月１日現在

１級
(   ) (   ) (   ) (   )

２級
(   ) (   ) (   )

(   )
2 100.0 2 100.0

計
(   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   )
８級

(   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   )
７級

(   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   )
６級

(   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   )
５級

(   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   )
４級

(   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   )
2 100.0 1 50.0

３級
(   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   ) (   )
1 50.0

２級
(   ) (   ) (   ) (   )

構成比
(％）

平成３０年
１月１日現在

１級
(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

区　　分 級
一般行政職 医師職 看護保健職

職員数
（人）

構成比
(％）

職員数
（人）

構成比
(％）

職員数
（人）

2卒　188,800
3卒　197,100

大 学 卒 179,200
6卒　271,200
博 　350,900

206,400 179,200
6卒　246,400
博 　331,100

短 大 卒 159,800
2卒　188,800
3卒　197,100

一般行政職 医療職（１） 医療職（３）

高 校 卒 147,100 准　161,300 147,100 准　161,300

区　分 一般行政職 医療職（１） 医療職（３）
国の制度
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　　　エ　昇　給

　　　オ　期末手当・勤勉手当

　注　（　　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きで記載

国の制度
（　　　　） （　　　　） （　　 　）

有
2.125 2.275 4.40

前年度
（　　　　） （　　　　） （　　 　）

有
2.075 2.225 4.30

本年度
（　　　　） （　　　　） （　　 　）

有
2.125 2.275 4.40

100.0

区　分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の級等

による加算措置
備　考

６月（月分） １２月（月分）

比 較 (B)／(A) (％) 75.0 50.0

８号給 (人)

７号給 (人)

６号給 (人) 1 1

５号給 (人)

４号給 (人)

２号給 (人) 1 1

号級数別
内訳

１号給 (人) 1 1

３号給 (人)

(B) (人) 3 1 2

100.0

前
年
度

職 員 数 (A) (人) 4 2 2

昇給に係る職員数

比 較 (B)／(A) (％) 60.0 100.0

８号給 (人)

７号給 (人)

６号給 (人)

５号給 (人)

４号給 (人) 1 1

３号給 (人)

２号給 (人) 2 1 1

2 2

昇給に係る職員数 (B) (人) 3 1 2

本
年
度

職 員 数 (A) (人) 5 1

号級数別
内訳

１号給 (人)

区　　分 合　計
職種別内訳

一般行政職 医師職 看護保健職
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　　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　　　キ　特殊勤務手当

（％）

（％）

　　　ク　その他の手当

通勤手当 同　　じ

地域手当 同　　じ

扶養手当 同　　じ

住居手当 同　　じ

 （平成３０年１月１日現在）

 代表的な特殊勤務手当の名称  医療調査研究手当

区　　　分 国の制度との異同 差異の内容

 給料総額に対する比率　 9.43 14.14

 支給対象職員の比率　
50.00 100.00

区　　　　　　　　　　分 全職種
職種別内訳

一般行政職 医師職 看護保健職

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

(２％～45％加算）

備　　考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

(２％～45％加算）

区　　　分
２０年

勤続の者
（月分）

２５年
勤続の者
（月分）

３５年
勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

その他の加算措置等
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（単位：千円）

平成２８年度末 平成２９年度末 平成３０年度末

区　　　　分 平成３０年度中 平成３０年度中

現 在 高 現 在 高 見 込 額 起 債 見 込 額 元金償還見込額 現 在 高見 込額

医療機械器具整備
事業

3,320 1,950 2,400 1,300 3,050

診療施設事業 130,700 115,700 15,000 100,700

合　　計 134,020 117,650 2,400 16,300 103,750

地方債の平成２８年度末における現在高並びに平成２９年度末及び

平成３０年度末における現在高の見込みに関する調書

平 成 ３ ０ 年 度 中 増 減 見 込 み

－372－


